
Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成19年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成１9年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

0 （通勤手当）
664 （調整手当）

千円 千円 千円 千円

78 （通勤手当）
607 （調整手当）

千円 千円 千円 千円

78 （通勤手当）
565 （調整手当）

千円 千円 千円 千円

49 （通勤手当）
940 （調整手当）

千円 千円 千円 千円

78 （通勤手当）
565 （調整手当）

千円 千円 千円 千円

78 （通勤手当）
471 （調整手当）

千円 千円 千円 千円

202 202 0 0 （            ）

３　役員の退職手当の支給状況（平成19年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

Ｄ理事 14,048 9,408 3,997

Ｃ理事 14,521 9,408 4,124

Ｂ理事 14,048 9,408 3,997

 該当者なし

16,429 11,064 4,701

15,099 10,116 4,298

11,731 7,848 3,334

 該当者なし

 該当者なし

注：「調整手当」とは、賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給されて
    いるものである。

Ｂ監事
（非常勤）

Ａ理事

該当者無し

法人の長に同じ

改定無し

その他（内容）

大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構の役職員の報酬・給与等について

　　 役員報酬規程により、特別手当について、国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果
  を勘案し、役員の勤務実績に応じ、その額の１００分の１０の範囲内で増額又は減額できることと
  しており、その決定は経営協議会の議を経ることとしている。

一般職の職員の給与に関する法律の改正にあわせて、調整手当の支給率
について２％の引き上げを行った。

法人の長に同じ

監事

前職
就任・退任の状況

役名

法人の長

法人での在職期間 摘　　　　　要

法人の長

理事

Ａ監事



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針

 ア  給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

 イ  職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　注：「調整手当」とは、地域手当に準ずる手当である。

　① 人件費管理の基本方針

　中期計画により定めた機構事業の年度展開及び予算計画を踏まえ、組織の合理化・効率化
　を進め、人件費管理の計画的な運用を図り、その削減・抑制に努める。

賞与：勤勉手当
（査定分）

本給月額
（昇格・降格）

本給月額
（昇給）

勤務評定等の結果を受け、基準日（6/1、12/1）前６ヶ月間における勤務成績に応
じて支給割合（成績率）を決定する。

勤務成績が良好で、かつ昇格基準を満たしている場合、１級上位の級に昇格させ
ることができ、また、勤務成績が不良な場合は、１級下位の級に降格させることがで
きる。

昇給に係る勤務評定の結果等を受け、一定期間を良好な成績で勤務した場合、上
位の号給に昇給させることができる。

 〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

給与種目

　一般職の職員の給与に関する法律による国家公務員給与を参考として、給与水準を決定する。

制　　　度　　　の　　　内　　　容

 ウ  平成１9年度における給与制度の主な改正点

　  国家公務員の給与改定にあわせて、平成19年4月１日より、調整手当の支給率について、
　　２．５％の引上げを行った。

　勤務評定に関する規程により実施する勤務評定（勤務評価）の結果並びに勤務成績に基づき、
  予算（人件費）の範囲内で、昇給、昇格の実施及び勤勉手当の支給割合（成績率）に反映させる。



２　職員給与の支給状況

 ①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

616 46.4 7,767 5,575 122 2,192
人 歳 千円 千円 千円 千円

127 41.8 6,043 4,386 120 1,657
人 歳 千円 千円 千円 千円

335 48.0 8,857 6,329 121 2,528
人 歳 千円 千円 千円 千円

153 46.9 6,827 4,922 124 1,905
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.3 3,476 2,903 118 573
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.3 3,476 2,903 118 573

人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

技術職員

再任用職員

注：非常勤職員の事務・技術、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）については該当者がいないため、
　　 欄を省略した。

非常勤職員

教育職種
（大学教員）

注：非常勤職員については該当者が１人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、人
　　 員欄以外は記載していない。

注：常勤職員のその他医療職種（看護師）については該当者が１人であり、当該個人に関する情報が特定され
　　 るおそれがあることから、人員欄以外は記載していない。

注：再任用職員の事務・技術、教育職種（大学教員）、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）につ
　　 いては該当者がいないため、欄を省略した。

常勤職員

うち所定内
人      員

技術職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

注：在外職員、任期付職員については該当者がいないため、表を省略した。

注：技術職員とは、従来行政職（一）を適用していた技術職について、法人化にあわせて機構独自の新たな職
　　 種として位置付け、また、俸給表についても独自の表を作成し、適用させている職種である。

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注：常勤職員の医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）については該当者がいないため、欄を省略
      した。

その他医療職種
（看護師）

  〔年俸制適用者以外〕

うち賞与
平均年齢

平成19年度の年間給与額（平均）

総額
区        分



うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 34.9 4,758 4,338 34 420
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 31.7 3,997 3,997 37 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

人 歳 千円 千円 千円 千円

23 46.3 4,289 3,295 75 994
人 歳 千円 千円 千円 千円

13 51.6 3,810 2,915 70 895
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 34.5 5,720 4,400 39 1,320
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 44.3 4,102 3,176 124 926

注：非常勤職員の医療職種（医師）及び医療職種（病院看護師）については該当者がいないため、欄を省略し
　　 た。

教育職種
（大学教員）

非常勤職員

事務・技術

技術職員

注：技術職員とは、従来行政職（一）を適用していた技術職について、法人化にあわせて機構独自の新たな職
　　 種として位置付け、また、俸給表についても独自の表を作成し、適用させている職種である。

注：任期付職員の事務・技術、教育職種（大学教員）、医療職種（医師）及び医療職種（病院看護師）について
      は該当者がいないため、欄を省略した。

平成19年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与
区        分 人      員 平均年齢

注：常勤職員、在外職員及び再任用職員については該当者がいないため、表を省略した。

博士研究員

  〔年俸制適用者〕

注：任期付職員のその他については、該当者が２人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれがある
　　 ことから、人員欄以外は記載していない。

任期付職員

そ  の  他

注：博士研究員とは、従来非常勤研究員として雇用していた職種について、処遇改善を目的に制度を変更し、
　　 任期付の年俸制職員とした職種である。



②

（事務・技術職員）

　　注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

　　注：年俸制適用者を含む。以下、④及び⑤において同じ。

四分位 四分位
第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

1
2 50.0
5 51.9 8,745 8,856 9,103
5 54.7 8,164 8,487 8,771

10 54.1 7,316 7,569 7,933
52 46.3 5,939 6,476 6,986
17 37.0 4,569 5,081 5,485
33 29.5 3,403 3,720 3,991
2 38.5

（教育職員（大学教員））

四分位 四分位
第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

82 55.8 10,745 11,343 12,055
93 50.1 8,866 9,181 9,691
20 53.3 7,906 8,123 8,288

140 41.3 6,479 7,000 7,502

人員

　　注：局長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人員以外の
          項目は記載していない。また、部長及び衛生管理者の該当者は２名であるため、人員、平均年齢以外
          の項目は記載していない。

　　　　係  長
　　　　主  任

　　　　衛生管理者

分布状況を示すグループ

　　　　係  員

　　　　講　師
　　　　助　教

平均

　　注：年齢20～23歳の該当者は２人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　　 年間給与については表示していない。

平均年齢

　　　　教　授
　　　　准 教 授

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

　　　　室  長

　　注：年齢28～31歳の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　　 年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）） 〔在外職員、任期付職員

及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均

　　　　部  長
　　　　課  長

　　　　課長補佐

　　　　局  長

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳
0

20

40

60

80

100

120人数

平均給与額

第３四分位

(参考)平成15年度の国の教育職(一)の平均給与額

第１四分位

人千円

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳
0

20

40

60

80

100人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

人千円



③

（事務・技術職員）

区分 計 １０級 ９級 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的 局長 課長、室長 課長補佐 係長 主任

な職位 部長 課長補佐 係長 主任 係員
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

127 0 1 0 2 3 10 17 53 28 13
（割合） (       %) (  0.8 %) (       %) (  1.6 %) (  2.4 %) (  7.9 %) ( 13.4 %) ( 41.7 %) ( 22.0 %) ( 10.2 %)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

～ ～ ～ ～ 54～52 59～45 58～48 57～36 36～28 30～22
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～
6,530～
6,337

6,439～
5,651

5,394～
4,761

5,339～
3,587

3,720～
2,619

2,679～
2,050

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～
9,140～
8,991

8,966～
7,933

7,626～
6,708

7,388～
4,986

5,003～
3,608

3,648～
2,818

区分 計 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的 所長
な職位 施設長

人 人 人 人 人 人 人

335 0 82 93 20 140 0
（割合） (       %) ( 24.5 %) ( 27.8 %) ( 　6.0 %) ( 41.8 %) (       %)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

～ 63～39 62～35 59～44 61～30 ～
千円 千円 千円 千円 千円 千円

～
9,886～
5,723

7,291～
4,803

6,270～
5,314

6,129～
4,004

～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～
13,923～

8,102
10,233～

6,749
8,852～
7,530

8,455～
5,498

～

④

教授 准教授

（事務・技術職員）

区             分 冬季（12月）

％

管理
職員

局長

所定内給与
年額(最高～

最低)

年齢（最高
～最低）

人員

係員局長 部長 課長

一般
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

         最高～最低

年間給与額
(最高～最低)

年齢（最高
～最低）

所定内給与
年額(最高～

最低)

計
％

60.9
％

一般
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

         最高～最低

一律支給分（期末相当）

区             分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

         最高～最低

 職級別在職状況等（平成２０年４月１日現在） （事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（教育職員（大学教員）

賞与（平成１９年度）における査定部分の比率 （事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（教育職員（大学教員））

66.3
％

33.7

％

62.0
％

40.4
％

45.0～35.6 
％

夏季（6月）
％

59.6
％

38.0
％

42.0～31.5 
％

％

67.8
32.2

32.2

計

34.7～28.2

39.1

32.9
％

34.2～30.3 

％

42.2～33.5
％

67.1

％

35.9～30.8 

％ ％

夏季（6月） 冬季（12月）
％

64.0 65.3 64.7
％ ％ ％

36.0 34.7 35.3
％ ％ ％

42.8～32.9 43.2～31.0 43.0～31.9 
％ ％

67.3 66.6

助教

人員

講師

年間給与額
(最高～最低)

％

％ ％

38.1～31.4 37.4～29.6 

34.2 32.7 33.4
％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

         最高～最低

注： ９級の職員は該当者が1人、７級の職員は該当者が2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
　　 から、それぞれ年齢以下は記載 していない。

％

65.8

37.7～30.5 



⑤

　　対国家公務員（行政職（一）） 91.4

　　対他の国立大学法人等（事務・技術職員） 104.9

　　対他の国立大学法人等（教育職員（大学教員）） 95.1

給与水準の比較指標について参考となる事項

　○ 事務・技術職員

　○ 教育職員（大学教員）

　　　　 教育職種（大学教員）と国家公務員（平成１５年度の教育職（一））との給与水準の比較指標　　　９５．０　

学歴勘案

地域勘案

　　       が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

　　　　   すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準） に置き換えた場合の給与水準を100として、法人

講 ず る 措 置

　給与水準の適切性
の検証

  今後も適切な給与水準の維持に努めていく考えである。

 【国からの財政支出について】
   支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９６．４％
    （国からの財政支出額 ３９，３９０百万円、支出予算の総額 ４０，８５５
　    百万円：平成19年度予算）
　

 【検証結果】
    本機構は、支出予算総額約４０８億円、国からの財政支出割合も
　９６．４％となっているが、上記のとおり対国家公務員のラスパイレス
　指数は９１程度であり、また、累積欠損もないことから、適切な給与
　水準を維持していると判断できる。

指 数 の 状 況

項　　　　　　目

　対国家公務員　　９１．４

内　　　　　　　　　　　　　容

参考

９１．１

９１．５

９１．２

地域・学歴勘案

　　注 ： 当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準 （ 「対他の国立大学法人等」 においては、

（教育職員（大学教員））

（事務・技術職員）

職員（大学教員））

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標 （事務・技術職員／教育



Ⅲ　総人件費について

当　年　度
（平成１９年度）

前　年　度
（平成１８年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

総人件費について参考となる事項

基準年度
(平成17年度)

平成18年度 平成19年度

5,733,434 5,603,776 5,517,225

△ 2.3 ％ △ 3.8 ％

△ 2.3 ％ △ 4.5 ％

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

    注 ：　「非常勤役職員等給与」においては、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用及び人材

     派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の 「(１７) 役員及び教職員の給与の明細」における

     非常勤の合計額と一致しない。

734,126 767,013

(  △ 1.2 ) (      1.3 ) 97,5077,445,991 7,533,053 △ 87,062

区　　　　　　分

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

最広義人件費

(D)

福利厚生費

(Ｃ)

非常勤役職員等給与

(Ｂ)

退職手当支給額

(A)

533,085

5,517,225
給与、報酬等支給総額

661,555 612,531

6,205

△ 16,648 (  △ 3.0 ) 549,733

△ 32,887 (  △ 4.3 ) 

104,165

 中期目標期間開始時（平成１６
 年度）からの増△減比較増△減

△ 86,551 (  △ 3.6 ) (  △ 1.5 ) △ 203,172

② 人件費削減の取組の状況

　ⅱ） 中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針
　　　　　平成１７年度における常勤役職員の退職手当及び法定福利費を除く人件費予算相当額を基準とし
        て、中期計画に示した、平成２１年度までに概ね４％の人件費の削減を図るという目標に向け、定年退
        職者に係るポスト補充を半数に制限することや、併せて、欠員補充の時期を遅らせる等の個別対応を
        実施して人件費削減を図っているが、今後は、常時１２名の教員を欠員とすることにより、人件費の抑
        制を行うこととしている。

　ⅲ） 人件費削減の取組の進捗状況

5,603,776

 (      0.9 ) 

(      8.0 ) 190,30949,024 (    40.4 ) 

(    24.3 ) 

    注 ：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上している。

 注：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による
     人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率であり、平成18年、平成
     19年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0%、0.7%である。

 注：基準年度（平成17年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額を基礎に算出
     した平成17年度人件費予算相当額である。

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

総人件費改革の取組状況

① 給与、報酬等支給総額及び最広義人件費について
　　   平成１９年度の「給与、報酬等支給総額」については、人件費削減に努力した結果、前年度に比較する
    と△１．５％と、予定である年に１％を上回る結果となっており、「最広義人件費」でも△１．２％となっている。
　　一方で、「非常勤役職員等給与」のみ前年度よりも８％増加しているが、これは前年度同様、競争的研究
　　資金の獲得を奨励し、その獲得した資金によって雇用する非常勤職員や派遣職員が増加していることに
    よるものである。なお、この雇用数の増加については、若手研究者の育成、人材確保等を目的として、非常
    勤職員についても年俸制を適用できるとしたことなど、年々制度を充実させていることが反映しているものと
    考えられる。

年　　　度

  ⅰ） 中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項
           「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計
        画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。




